
令和７年度 第１回

市町水道担当課長会議

兵庫県土木部上下水道課



１ 令和７年度予算措置関係について

２ 国庫補助関係スケジュールについて

３ 公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法
について



１ 令和７年度予算措置関係について
国庫補助金の区分について



１ 令和７年度予算措置関係について
補助の創設・拡充について



１ 令和７年度予算措置関係について
令和７年度防災・安全交付金について

R6補正予算（地方繰越）848,389,000 円

R6補正予算（本省繰越）764,777,000 円

R7当初予算 246,191,000 円

14 要素事業

19 要素事業

15 要素事業

１. 令和６年度に内示、交付決定済

２. 令和７年度に内示



１ 令和７年度予算措置関係について
内定状況について（R6補正・地方繰越分）

交付
決定率

交付
決定額

交付
申請額

内定額
（県全体）

要望額

100 %848,389848,3891,560,550435,824
防災・安全
交付金

【単位:千円】



１ 令和７年度予算措置関係について
内定状況について（R7当初・R6本省繰越分）

内定率内定額要望額

53.15 %1,090,3462,051,523
・防災・安全交付金
・上下水道一体効率化
基盤強化推進事業
・水道施設整備費

【単位：千円】



１ 令和７年度予算措置関係について
内定状況について（R7当初・R6本省繰越分）

内定率内定額要望額

51.32  %1,010,9681,969,829・防災・安全交付金

93.48 %24,30526,000・上下水道一体効率化
基盤強化推進事業

98.88 %55,07355,694・水道施設整備費
(上水と簡水の合算）

【単位：千円】



１ 令和７年度予算措置関係について
近畿府県の内定状況について

個別補助
上下

個別補助
上水

個別補助
簡水

防災・安全交付
金

府県

61％100％100％63％A県

100％61％B県

130％100％100％60％C県

100％100％100％53％D県

93％100％96％51％E県

100％44％F県

100％100％36％G県



１ 令和７年度予算措置関係について
内定状況の違いについて

全都道府県の内示状況を比較すると、
・R6補正を申請した事業体は措置率が高い傾向がある。
・合わせて不用率も影響している。

高い内示率を得るために、補正予算をしっかりと取り、
かつ、不用は極力出さないように。

近畿地方整備局からの伝達事項



１ 令和７年度予算措置関係について
今後の国費獲得に向けて
①本省繰越は令和８年度以降無くなる可能性大
⇒当初予算、補正予算を適切に地方繰越し、国費を最大限に活用する。
※地方繰越する場合は、近畿財務局による繰越承認が必要。繰越承認時には箇所付
けされるため、必要額の十分な精査や、繰越の仕方を考慮する必要あり。

②令和７年度配分は、前倒しの有無、過年度の不用に対して厳しい査定
⇒前倒しを前提とした事業執行
・補正予算を充当する事業を決め、当初予算分と切り分けておく
・事前に予算を確保、受注者と出来高変更契約を調整する など
⇒不用とならない国費の充当計画
・安全率を考慮し国費を充当する

③個別補助の積極的活用
⇒令和７年度の国費措置率は個別補助が高い
※ただし、総事業費等によっては事業評価等の対応必要
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２ 国庫補助関係スケジュールについて
R6年度の実際のスケジュール



３２１12月

補正内定通知

交付決定

〇
県〆

本要望

●繰越承認通知

●

申請額調査 ① ②
〇

内定通知 早着分
〇

通常分

交付申請 ●
早着〆

繰越手続き

裏負担が議決後
の交付決定

●
早着分

●
通常分

●
通常分

（裏負担確保済）繰越
承認後の交付決定

２ 国庫補助関係スケジュールについて
R6年度の実際のスケジュール



２ 国庫補助関係スケジュールについて
防災安全交付金の交付決定日

※年度内交付決定が出る〆切日が別途伝達
(令和６年度は、3月7日)

※早着申請は、遅くとも６月中契約分が対象。



３２１12月

●繰越承認通知

手続き書類依頼

交付申請

完了予定期日変更報告

２ 国庫補助関係スケジュールについて
R6年度の繰越事務スケジュール

近畿財務局と調整（県）

修正対応



２ 国庫補助関係スケジュールについて
繰越事務について



２ 国庫補助関係スケジュールについて
その他留意事項について

請求について

⇒防災・安全交付金、個別補助のどちらも概算払い
のみとし、清算払いは行いません。

完了検査について
⇒R6年度国交省国庫補助事業（防安交、上下一
体）については、県による完了検査を全件で実施予
定です。（指定市は除く。）
※厚労省からの繰越予算分は、従来のとおり。



３ 公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法について
災害発生時の初動について



３ 公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法について
災害発生時の初動について

・他の公共土木施設とは別に水道施設の被害報告表、災害報告書は管轄する健康福祉事務所へ提出

▷災害報告

【R6.1.17国土交通省：水道災害復旧事業の概要（負担法移行後）の資料から抜粋】



３ 公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法について
R6年度の実際のスケジュール

令和６年５月２７日から２８日の豪雨（異常気象名）

令和６年５月２９日 被害報告表（第1報）土木部に提出

令和６年５月３０日 被害報告表（第２報）土木部に提出

令和６年６月５日 災害報告書土木部に提出

令和６年６月１３日 災害報告書（訂正）：生活衛生課提出期限

令和６年６月２７日 査定設計書、目論見書：生活衛生課提出期限

令和６年７月４日
申請箇所図、災害野帳
査定順序一覧：生活衛生課提出期限

令和６年７月２９日：災害査定予定
概要説明13：40～14：00
実地査定14：10～14：30

令和６年７月５日
国庫負担法申請内容確定
令和６年７月２２
国庫負担申請書類提出

令和６年６月２４日
（〆土木）
査定行程表

※県土木部において、県内各市町分のとり
まとめを行い、国土交通省へ提出するため、
タイムスケジュールが厳格なものとなって
おります



３ 公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法について
R6年度の実際のスケジュール

令和６年５月２７日から２８日の豪雨（異常気象名）

令和６年５月２９日 被害報告表（第1報）土木部に提出

令和６年５月３０日 被害報告表（第２報）土木部に提出

令和６年６月５日 災害報告書土木部に提出

令和６年６月１３日 災害報告書（訂正）：生活衛生課提出期限

令和６年６月２７日 査定設計書、目論見書：生活衛生課提出期限

令和６年７月４日
申請箇所図、災害野帳
査定順序一覧：生活衛生課提出期限

令和６年７月２９日：災害査定予定
概要説明13：40～14：00
実地査定14：10～14：30

令和６年７月５日
国庫負担法申請内容確定
令和６年７月２２
国庫負担申請書類提出

令和６年６月２４日
（〆土木）
査定行程表

※県土木部において、県内各市町分のとり
まとめを行い、国土交通省へ提出するため、
タイムスケジュールが厳格なものとなって
おります

事前
打合わせ



３ 公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法について
事前打合せについて

災害手帳（令和６年） （P146，147）

第4 事前打合せ
災害査定事務の合理化と、適正かつ迅速な事業
の施行をはかるために，「災害復旧事業に係る
事前打合せの事務取扱いについて」（平成13年
2月14日付防災課⾧通知、最終改正和5年3月
28日付防災課⾧通知）により事前打合せの取扱
いを定めており以下のとおりである。
1. 事前打合せの対象箇所例
地方公共団体が特に災害査定前に打合せを行う
必要があると認める箇所としては、以下の箇所
が想定されるので参考とされたい。
1） 一定災として申請する箇所
2） 査定前に緊急に施行する必要のある箇所
3） 次に掲げる施設に係るもの
（1） 地すべり防止施設
（2） 急傾斜地崩壊防止施設
（3） 海岸（離岸堤，消波工等の沈下に伴う

補充のみの工事は除く。）
（4） 水道
（5） 下水道



３ 公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法について
応急工事について

応急仮工事の採択基準

・応急仮工事費、処分費等を除く
復旧工事費が、限度額以上である
こと。

限度額
県及び指定都市 120万円
市町 60万円

被災箇所の状況
・原水の供給が著しく阻害
・浄水を得るのに重大な支障
・浄水の供給が著しく阻害
・民生安定上緊急に施行が必要



３ 公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法について
新制度について



３ 公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法について
新制度について



３ 公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法について
新制度について

（ａ）地方公共団体が、被災した配水施設の配
水管と水圧管理上一体的な関係にある給水施
設の復旧事業を行うものであること。

（ｂ）当該給水施設の復旧事業が行われなけれ
ば、配水施設の災害復旧の効用が発揮できな
い場合であること。


